
民有地マッチング事業 

【事業内容】 

 土地等所有者と保育園整備法人等のマッチングを行うため、地権者から整備候補地の公募・選考等を行うとともに、当
該候補地での保育園等整備を希望する法人の公募・選考等を行う。 

 また、地域の不動産事業者等を含めた協議会の設置や専任の担当職員の配置等、整備候補地の積極的な掘り起こし
を行う市町村について支援の拡充を図る。 
【実施主体】都道府県、市町村 

【補助基準額】 マッチング事業費             １自治体当たり 550万円 
          整備候補地の掘り起こし強化【拡充】 １自治体当たり 450万円 
          コーディネーターの配置経費      １か所当たり   440万円 
【補助率】国１／２、都道府県１／２（国１／２、都道府県１／４、市町村１／４） 
 
 

市町村を中心と
した協議会 

土地所有者 

市町村 

社会福祉法人等 

マッチング 

整備候補地の募集 保育園設置法人の募集 

 
○ 地域の不動産の情報を持つ不動産業者等 
 と情報の共有を行うことで、市町村内におけ 
 る活用可能な物件を把握 
○ 不動産業者等と保育園の設置に必要な手 
 続きや助成制度等について共有 
○ 把握された物件の所有者に対して、働きかけ 

担当職員 
の配置 

拡充 

拡 充 

（保育対策総合支援事業費補助金 平成30年度予算案 381.4億円の内数） 
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【事業内容】 
 自宅から遠距離にある保育園等の利用を可能にするため、保護者にとって利便性の良い場所にある学校や児童館などに市町村が設置す
る子ども送迎センターから、原則、各保育園等の保育士等が付き添いのもと送迎バス等により送迎する場合や、園庭で十分な活動ができ
ないおそれがある保育園等について、遠距離にある公園まで児童を送迎する場合に、送迎の実施に要する費用の一部を補助する。 
 また、送迎バスが子ども送迎センターを経由せず、直接複数の利用者の自宅又は自宅近くの安全に待機できる場所のみを経由する場合
や、送迎センターを設置するための改修経費についても補助対象とするよう、事業内容の拡充を図る。 
 
【実施主体】 市町村 
 
【補助率】 １／２（国 １／２、市町村１／２） 
 
【補助単価】①従来型                   保育士等雇上費 500万円、運転手雇上等費 500万円、事業費 1,000万円 
        ②直接送迎型（拡充） 保育士等雇上費 500万円、運転手雇上等費 500万円、事業費    100万円 
                   ※この他、バス等購入費 1,500万円（又は借上費750万円） 
                  ③送迎センターの改修（拡充）  720万円 
 

   

送迎センター 

広域的保育園等利用事業 

＜自宅もしくは自宅
近くで安全に待機で
きる場所まで送迎＞ 

Ａ保育園 

Ｃこども園 

自宅 自宅 

（保護者がセンター 
まで送迎） 

＜保育所等まで送迎＞ Ｄこども園 

自宅 

Ｂ保園園 
送迎センター 

自宅 

＜送迎センターの整備＞ 

〈事業の概要〉 

H30予算案（拡充） 

（保育対策総合支援事業費補助金 381.4億円の内数） 

拡 充 

修正あり 
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【事業内容】 
   市区町村単位で、複数の家庭的保育事業者及び連携施設がコンソーシアム（共同事業体）を形成し、情報・ノウハウの共有や、

保育環境の整備（共同での備品購入、給食提供、代替保育の連携等）、経営の効率化（経理面での共同管理等）等を共同で行
うことができる体制整備を図るためのモデル事業を実施する。 

   コンソーシアム（共同事業体）に、連絡調整、保育環境の整備等を行うコンソーシアムコーディネーター（仮称）を配置する
ための費用の補助を行う。 

   モデル事業を実施することにより、実施にあたっての問題点を明らかにするとともに、得られるノウハウを蓄積し、全国展開
を図る仕組みを構築することを目指し、家庭的保育事業の更なる普及を図る。 

 
【実施主体】市町村 
 
【補 助 率】国 １／２ 都道府県 １／４ 市町村 １／４ 
 
【補助単価】１自治体当たり８，１８０千円  

家庭的保育コンソーシアム形成モデル事業 

○ コンソーシアムコーディネーター配置により、現在、
保育ママが抱える不安や課題の解消を図る。 

  （不安・課題） 
 ・経営的不安（利用者の確保、補助者の雇用・管理） 
  ・孤立化、密室化 
  ・保育ママの病気や休暇取得時の代替保育確保の困難さ 
  ・公定価格の請求、保育料徴収、自治体への報告書作成、税 
  務申告書類作成など事務処理の煩雑さ 
  ・連携施設の確保 
  ・自園調理 

保育ママが保育に専念できる環境を整備すること
により、家庭的保育事業に参入しやすくなり、更な
る保育ママの普及・質の向上を図ることが可能に
なる。 

○コーディネーター業務例 
・共同での備品購入、連携施設から
の給食提供調整 
・代替保育職員の調整 
・保育補助者の雇用・管理 
・公定価格の請求等の事務処理 
・各事業者への巡回指導、相談支援 
・各事業者間の情報共有 
                   等 

（保育対策総合支援事業費補助金 381.4億円の内数） 

新 規 

修正あり 

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjWlPOBqurTAhXIgrwKHfk3CFYQjRwIBw&url=https://pixta.jp/c3/c5/c8/illustration&psig=AFQjCNGOyStUdHdLwhw3Myw6fw2v7H00Mg&ust=1494677281107980
http://kids.wanpug.com/illust30.html
http://kids.wanpug.com/illust30.html
http://kids.wanpug.com/illust30.html
http://kids.wanpug.com/illust30.html
OHLCG
テキストボックス
-111-




●保育所等整備交付金（保育所緊急整備事業、小規模保育整備事業、保育所等防音壁整備事業、防犯対策強化事業） 
 保育所等、小規模保育事業所の創設、増築、老朽改築等に係る費用の一部支援 
  ※子育て安心プランに参加する等一定の要件を満たす場合は、補助率の嵩上げを実施（１／２ → ２／３） 

●保育所等改修費等支援事業  
 保育所等、小規模保育事業所の創設、定員の拡大、老朽化に伴う改修等に係る費用の一部支援 
  ※子育て安心プランに参加する等一定の要件を満たす場合は、補助率の嵩上げを実施（１／２ → ２／３） 

 
  

保育所等の整備の推進   

［ 趣旨 ］ 

 ● 平成２９年６月に発表した「子育て安心プラン」について、若い世代の子育てへの安心を確実なものとするため、女性就業率 

   ８割に対応できる約３２万人の保育の受け皿整備を前倒しし、３２年度末までの３年間で整備 

 ●  保育の受け皿の整備を確実に進めるため、「子育て安心プラン」による保育の受け皿拡大のうち３万人分を前倒しし、施設 

   整備等を進めるための経費を補正計上 

    平成２９年度補正予算案       要求額 ６４３．０億円 
      保育所等整備交付金    要求額 ５４８．４億円 

     保育所等改修費等支援事業 要求額 ９４．７億円  

［ 実施主体］ 市区町村 
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  保育所等におけるＩＣＴ化推進事業                                 

【事業内容】 
 
  保育士の業務負担軽減を図るため、保育に関する計画・記録や保護者との連絡、子どもの登降園管理等の業務の 
 ＩＣＴ化を行うために必要なシステムの導入費用の一部の補助を行う。 

【実施主体】 市区町村 

【補助単価】 １施設当たり 100万円 

【補助率】  国：１／２、市区町村：１／４、事業者：１／４ 

市町村 保育所等 

【業務負担が軽減される例】 
 
   ○保育に関する計画・記録 
 
    ・手書きで作成していた各期間（年・月・週・日）ごとの指導計画や保育日誌 
     について、システムにより、関連する項目が自動的に入力される。 
 
   ○登降園管理 
 
    ・手作業で行っていた子どもの出欠状況の集計や延長保育料金の計算について、 
     タッチパネル式の機器の導入により、登園・降園時間がシステムで管理され、 
     出欠状況の集計や延長保育料金の計算が自動的に行われる。 

業務支援システム 

① 申請 

③ 補助 

② システムの導入による 
  業務のＩＣＴ化の実施 

（保育対策総合支援事業費補助金） 

平成29年度補正予算案：1３.０億円 
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【事業内容】 

 保育における重大事故については、睡眠中等の場面で発生しやすいことから、保育園等が、これらの場面における事故防止のために

活用できる備品を購入することを支援する。 

（備品の例）無呼吸アラーム：呼吸の停止を感知した場合にアラーム音とランプにより警告 

         午睡チェック：乳幼児の身体の動きの回数の低下やうつぶせ寝状態になったことを感知した場合にアラーム音とランプに

より警告 

       バウンサー：睡眠中も仰向けになり、顔が見えるため無資格者にも子どもの観察が容易なベビーチェア 

【補正事由】 

   子育て安心プランによる保育の受け皿拡大と車の両輪である「保育の質の確保」の一環として安全かつ安心な保育環境

の整備を進めるため、保育園等における事故防止対策を推進することを目的として補正計上する。 

【実施主体】 市町村 

【補助率】  国：１／２、市町村：１／４、事業者：１／４ 

【補助単価】 子ども１人当たり３万円 

 

 

 

 
   

保
育
園
等 

【自治体】 

費用の補助 

備
品
の
購
入
 

（例） 

（保育対策総合支援事業費補助金） 

＜無呼吸アラーム＞ 

  保育園等における事故防止推進事業                                 
平成29年度補正予算案：３．１億円 

＜午睡チェック＞ ＜バウンサー＞ 

センサー 

OHLCG
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１．大綱の概要 

２．制度の内容 

 個人又は法人が、平成30年４月１日から平成32年３月31日までの間に、企業主導型保育施設用資
産の取得等をして、その保育事業の用に供した場合には、３年間12％（建物等及び構築物について
は、15％）の割増償却ができることとする。 

働く人のための保育の提供に取り組む企業に対する税制上の優遇措置の創設 
（所得税、法人税） 

2018年度～2019年度に 
企業主導型保育施設を新設・増設 

３年間の割増償却 

普通償却費 
＋ 

普通償却限度額の１２％ 
（建物等及び構築物は15％） 

①企業主導型保育施設の建物等 

減価償却資産 

②幼児遊戯用構築物等 
 ・遊戯用の構築物 
 ・遊戯具 
 ・家具 
 ・防犯設備 

http://1.bp.blogspot.com/-e7Hvw2yizl0/VtoxsbG6o0I/AAAAAAAA4dI/WuU7SgoKgZQ/s800/building_kaisya_small.png
http://1.bp.blogspot.com/-v4f0UCIP0eA/UO6j3bHkm8I/AAAAAAAAKnI/4tAdU8H_yt4/s1600/youchien_tatemono.png
http://3.bp.blogspot.com/-rLWMahJq8IY/VEETQ6djzwI/AAAAAAAAocg/CVL0dqrMC7k/s800/bouhan_camera.png
http://1.bp.blogspot.com/-RE_LtIhPBps/VCOJt4M6ZEI/AAAAAAAAm1k/WGvtkInZP9s/s800/house_reform.png
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認可化移行運営費支援事業の拡充（イメージ） 

●「子育て安心プラン」に基づく保育の受け皿確保策の一環として、既存の認可外保育施設の認可化を推進することが重要。 
 

●このため、認可化移行運営費支援事業について、平成30年度においては、以下の拡充を行う予定。 
  ・将来的な認可化（＝公定価格による運営費補助）を視野に、公定価格をベースとした仕組みとすることとし、①段階的に公定 
  価格ベース（基本分単価＋所長設置加算）の2/3の補助水準まで引き上げるとともに、②定員に応じて補助額が逓減する仕組 
  みを導入※ 
  ・規制改革推進会議の第２次答申を踏まえ、待機児童への支援策を強化するため、保育の受け皿整備が必要である地方公共
団体が待機児童対策協議会に参加する場合に補助額を上乗せする仕組みを導入 

●平成31年度においては、補助基準額及び利用者負担の水準について幼児教育無償化の議論等を踏まえ更に検討。 
 

 ※収入が減少する施設については、経過措置を設定  

平成29年度 平成30年度（案） 平成31年度（案） 

利用者負担額 

認可化移行 
運営費支援事業 

利用者負担額 

認可化移行 
運営費支援事業 認可化移行 

運営費支援事業 
＋ 

利用者負担額 

●公定価格（基本分＋所
長設置加算）の2/3相
当額に基準額を引上げ 
●定員区分に応じて単価
を設定 

 ※減収対策として経  
過措置を設定 

●都道府県協議会を設
置・参加している自治体
について加算（基準額
の５％）を創設 

《拡充のイメージ》（有資格者10割の場合） ※有資格者６割又は１／３以上の場合の補助基準額については、人件費の差額相当分を減額。 

 

協議会設置加算 協議会設置加算 

●補助基準額及び利用
者負担の水準について
更に検討 

 
※利用者負担の水準につ
いて、幼児教育無償化の
議論を踏まえ設定 

平成30年度所要額 
98.4億円（公費） 
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